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「令和８年度名古屋市の行財政に対する県費補助及び県の施策等

に関する要望」について 

内 
 

 
 

 
 

 
 

容 

 

「令和８年度名古屋市の行財政に対する県費補助及び県の施策等

に関する要望」について、取りまとめましたので、ご報告いたしま

す。 

 

要望事項 

１ 県任意補助金の充実・確保及び本市に係る県の施策等の推進 

２ リニア中央新幹線開業に向けた名古屋駅ターミナル機能の強化 

３ 防災対策等 

４ 安心・安全なまちづくり 

５ 地域経済の活性化等 

６ 文化芸術の推進 

７ 医療・介護体制等の充実 

８ 医療保険制度への支援  

９ 子ども・子育て支援の充実 

10 教育行政の充実 

11 脱炭素社会の実現等  

 

 なお、今後、県の知事・副知事、正副議長や各担当部署への要

望活動を行ってまいります。 

備 

考 

本件は、本日、名古屋市公式ウェブサイトに掲載します。 
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１ 県任意補助金の充実・確保及び本市に係る県の
施策等の推進 

 
【要望内容】 

必要な市民サービスを確保できるよう、市町村の人口や物価の動向等を勘案する

とともに、本市を対象外としている補助金を対象とするなど、本市に対する任意補助

金の充実・確保を要望します。また、本市に係る県の施策等を推進するとともに、その

際は市町村負担金を新設しないことを要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

令和８年度の本市財政を見通すと、市税収入は景気の緩やかな回復に伴う増収が期

待されるものの、歳出においては、賃金や物価の上昇による影響に加え、扶助費や公

債費などの義務的な経費の伸びが引き続き避けられず、また、大規模な施設整備が重

なるなど投資的経費は引き続き高い水準にあります。加えて、アジア・アジアパラ

競技大会の開催を迎え、大きな財政負担が生じるなど、極めて厳しい状況にあります。 

本市においては、直接住民と向き合う基礎自治体である市町村として、必要な住民

サービスを確保しつつ、行財政改革に取り組むなど、最大限の努力を行っているとこ

ろです。こうした中、本市における県からの任意補助金は令和７年度予算で約９３億

円であり、医療費助成などの本市施策を実施する上で貴重な財源となっています。 

県におかれては、名古屋圏とりわけ愛知の発展のため、イノベーション創出拠点の

形成を始め本市に係る県の施策に取り組まれているところですが、今後もアジア・ア

ジアパラ競技大会の開催、リニア中央新幹線の開業を控えているほか、中部国際空港

の第二滑走路を始めとする機能強化を早期に実現するためにも、今まで以上に県・市

協調して各事業を推進していく必要があります。 
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２ リニア中央新幹線開業に向けた名古屋駅ターミナル

機能の強化   
（都市・交通局） 

【要望内容】 

今後、本格的な整備による事業のピーク期の到来が見込まれる「名古屋駅スーパー

ターミナル化推進費補助金」については、引き続き事業の進捗にあわせた強力な支援

を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

名古屋駅のターミナル機能強化は、駅周辺の地上・地下空間を再整備することで乗

換利便性を高め、中部国際空港や日本一の産業県を支える三河地域とのアクセス性を

向上させるとともに、高速道路とも接続強化を図ることで、リニア中央新幹線開業の

インパクトを広く圏域に波及させ、世界的なモノづくりの拠点としての産業力、創造

力、魅力の一層強化に繋げることにより、大きな経済波及効果をもたらすものです。

また、乗換えや滞留・滞在のための空間は、災害時には帰宅困難来訪者の安全確保施

設になるとともに周辺施設への安全な移動空間となり、圏域内外の人々の交流空間の

安全性を高めます。 

その実現を目指し、令和８年度は、名古屋駅東側駅前広場では、新たな交差点形状

の形成に向け、地下広場の整備やそれに伴う支障移設工事を進めるとともに、ターミ

ナルスクエア２・３とその周辺整備に向けた事業を推進していきます。名古屋駅西側

駅前広場では、アジア・アジアパラ競技大会の開催時も見据え、平面レベルの工事を

引き続き進めていきます。また、新たな東西通路の整備について、詳細設計に着手し

ます。 

今後、本格的な整備による事業のピーク期の到来が見込まれる中、事業を着実に進

めるためには、圏域全体にさまざまな効果をもたらすリーディングプロジェクトとし

て、国、自治体、鉄道事業者など民間事業者や経済界が一体となり、また、県と市が

引き続き連携して取り組んでいく必要があります。 
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名古屋駅のスーパーターミナル化 
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３ 防災対策等  
（防災安全局、環境局、農林基盤局、建設局、建築局） 

【要望内容①】 

震災対策を推進するため、以下の点について要望します。  

・県管理河川の耐震対策を推進すること。 

・「愛知県住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金」について、住宅及び建築物 

の耐震化促進等のために必要な事業費を確保すること。 

 

＜要望の背景＞ 

令和６年８月、南海トラフ地震の発生可能性が平常時と比べて相対的に高まってい

るとして、運用開始後初となる「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が気象

庁より発表されたところです。 

南海トラフ巨大地震については、甚大な被害の発生が懸念されることから、震災対

策の推進が喫緊の課題となっており、市内を流れる県管理河川について、早急に耐震

対策を完了する必要があります。 

また、住宅及び建築物の耐震化等においても、引き続き支援を行っていくことが不

可欠です。 

 

ｚｚ 

 

  

 

 

 

 

 

南海トラフ巨大地震の被害想定（あらゆる可能性を考慮した最大クラス） 

震度分布 津波浸水範囲 
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【要望内容②】 

治水対策等を推進するため、以下の点について要望します。 

・県管理河川の改修の一層の推進を図るとともに、引き続き河川等の適切な維持

管理に努めること。また、国直轄河川庄内川の改修の一層の推進、特に枇杷島狭

さく部におけるＪＲ新幹線橋りょう、ＪＲ東海道本線橋りょうの架替えの早期着工

について引き続き国に対し働きかけること。 

・「急傾斜地崩壊対策事業」について、土砂災害警戒区域等の災害防止対策を推進

するとともに、土砂災害特別警戒区域内建築物の移転・改修事業について必要な

事業費を確保すること。 

・農業用排水機維持管理事業に対する補助金について、愛知県土地改良事業等補

助金交付要綱に規定する補助率の限度まで増額すること。 

・河川上流部において生活排水処理施設の整備を促進するなど、河川の水質につ

いて改善を図ること。 

 

＜要望の背景＞ 

東海豪雨などの集中豪雨による浸水被害を受けて、国や県の河川激甚災害対策特別

緊急事業や、その後の河川整備計画に基づく改修事業により治水安全度が向上してき

ました。しかしながら、全国各地で気候変動の影響により水災害が激甚化・頻発化し、

甚大な被害が発生しています。令和５年６月には県東部において線状降水帯が発生し

記録的な大雨となり、多くの浸水被害が生じるなど、さらなる治水対策の推進が必要

となっています。 

また、令和６年８月の蒲郡市における土砂災害を始め、近年、豪雨による土砂災害

が各地で発生していることから、土砂災害対策や土砂災害の危険から住民を守るため

の住宅等への対策を早急に進める必要があります。 

さらに、農業用排水機を始めとする農業用施設は、地域全体における豪雨時の円滑

な内水排除においても重要な役割を果たしており、常にその機能が十分に発揮できる

よう、農業用排水機に対する支援を県と市が連携し、適切に推進する必要があります。 
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【要望内容③】 

大規模災害対策の推進及び災害対応力の向上を図るため、以下の点について要望

します。 

・一斉帰宅の抑制、防災用品の備蓄を企業と連携して進めるとともに、長距離帰宅

者のバスによる搬送や震災の影響の長期化に備えた滞在施設の確保など、帰宅

困難者対策の一層の推進を図ること。 

・名古屋港について、基幹となる広域防災拠点として早期に整備されるよう引き

続き国に働きかけること。また、現在名古屋空港隣接地に県が、中部圏の基幹的

な拠点としても貢献できる施設として整備を進めている愛知県基幹的広域防災

拠点については、可能な限り早期に整備すること。 

・想定し得る最大規模の高潮に係る浸水想定区域等を踏まえた広域的な避難体制

等の充実・強化を図るため、必要な支援策を講ずること。 

・「南海トラフ地震等対策事業費補助金」について対象事業の拡充や補助基準額の

引上げを行うなど、防災施策に対する支援を充実すること。 

 

＜要望の背景＞ 

大規模地震発生後に想定される、都心部における駅での滞留者などによる混乱へ対

応するためには、企業と連携した帰宅困難者対策が必要であるとともに、帰宅困難者

は市外からの来訪者が多いと想定されるため、県内市外や県外地域とも連携した対策

が必要です。 

また、広域にわたる大災害時に、防災活動をより円滑かつ迅速に実施するための基

幹となる広域防災拠点を、名古屋港と名古屋空港に早急に整備する必要があるととも

に、県・市連携して消防学校の共同設置に取り組む必要があります。 

さらに、令和３年度の災害対策基本法改正及び県が公表した想定し得る最大規模の

高潮に係る浸水想定区域等を踏まえ、市町村を越える広域的な避難対策等を進めてい

く必要があります。 

なお、本市が災害救助法に基づく救助実施市に指定されたことに伴い、県の災害救

助基金の法定最少積立額が下がり超過が生じており活用することが可能です。 
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【要望内容④】 

国の「場所（避難所）の支援」から「人（避難者等）の支援」への考え方の転換を踏まえ、

大規模災害時の避難生活における良好な生活環境を確保し、適切な運営を行うため、

以下の点について要望します。 

・被災地外の旅館・ホテル等を避難施設として確保するとともに、避難施設と被

災者のマッチングを円滑に行うためのマニュアルを整備するなど、２次避難の

仕組みを構築すること。 

・在宅避難や車中泊避難等の多様な避難に対する地域の特性や実情を踏まえた取

組みについて、必要な財政措置を講ずること。 

・避難所の環境整備に必要となる災害用物資・資機材の備蓄に対するさらなる財

政措置を講ずること。 

 

＜要望の背景＞ 

令和６年能登半島地震を受け、国において、「避難生活に係る基本的な考え方」と

して、避難場所に関わらず、支援が必要な人に必要な支援がなされるよう、「場所

（避難所）の支援」から「人（避難者等）の支援」へ、考え方の転換が図られました。 

また、県においては、国の「避難生活における良好な生活環境の確保に向けた取組

指針」の改定等を受けて、令和７年５月に「愛知県地域防災計画」が修正されました。

今後、２次避難に関する具体的な運用を整備するとともに、在宅・車中泊避難等の多

様な避難のあり方について地域の特性や実情に応じた取組みを推進していくためには、

県の財政的な支援が必要です。 

さらに、避難生活における良好な生活環境の確保は、災害関連死防止の観点から極

めて重要であるため、発災直後から避難所がスフィア基準を満たすよう、パーティシ

ョンや簡易ベッド等、災害用物資・資機材の備蓄を進める必要があります。 
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4 安心・安全なまちづくり   
（防災安全局、都市・交通局、警察本部） 

【要望内容①】 

市民の不安を解消し、安心・安全に生活できるまちとするため、以下の点について

要望します。 

・地域の自主的な防犯活動の支援や啓発などに県・市協調して取り組むこと。 

・住宅対象侵入盗、自動車盗、特殊詐欺、自転車を含む交通違反に対する取り締ま

りの強化など、警察活動のさらなる充実を図ること。また、市民の安全確保に配

慮した暴力団の排除を推進すること。 

・通学路を始めとする道路における交通安全施設のさらなる充実を図ること。 

・自転車乗車用ヘルメットのさらなる着用促進を図るため、愛知県自転車乗車用ヘ

ルメット着用促進事業費補助制度を継続し、補助の対象を全年齢に拡大するとと

もに、必要な事業費を確保すること。 

 

＜要望の背景＞ 

令和７年の上半期において市内の刑法犯認知件数は前年同期比で増加し、住宅対象

侵入盗が指定都市ワースト１位となっているほか、自動車盗や特殊詐欺の被害が依然

として多発している状況にあります。また、交通事故の件数、死者数及び負傷者数は

いずれも前年同期比で減少しているものの予断を許さない状況にあるほか、特定小型

原動機付自転車に関連する交通事故の発生も危惧されます。 

本市では、各区の「安心・安全で快適なまちづくり協議会」や地域において、学区

一斉防犯パトロールなどの地域防犯や交通安全啓発活動、暴力団排除の推進など、さ

まざまな活動を実施しているほか、防犯カメラの設置など地域の犯罪抑止に有効なハ

ード整備に対する補助を行っています。 

また、子どもや高齢者が交通事故の被害者にならないよう、交通安全対策をハー

ド・ソフト両面から総合的に講じています。 

さらに、自転車事故における頭部損傷を軽減させるため、自転車乗車用ヘルメット

購入費用の補助対象について、県が対象としている児童生徒等及び高齢者に限らず、

県・市の条例において努力義務とする全年齢に拡大し、ヘルメットの着用を促進して

います。
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指定都市の刑法犯認知件数等上位３市（令和７年上半期） 
 

順位 
刑法犯 

認知件数 

住宅対象侵入盗 

認知件数 

自動車盗 
認知件数 

1 位 大 阪  (19,242) 名 古 屋  (146) 横 浜  ( 2 4 0 ) 

2 位 名 古 屋 (11,105) 横 浜   (144) 名 古 屋 ( 2 3 4 ) 

3 位 横 浜  ( 9 , 0 1 9 ) さ い た ま (117) 大 阪  ( 1 3 7 ) 

※ 愛知県警察本部生活安全総務課のデータより。 

※ 認知件数はいずれも暫定値。 
 

名古屋市内の交通事故発生状況 

 

 令和５年上半期 令和６年上半期 令和７年上半期 

死 者 数 （ 人 ） 0,013 0,016 0,014 

人身事故件数（件） 3,917 3,997 3,987 

負 傷 者 数 （ 人 ） 4,554 4,711 4,620 

 
 

ヘルメットの有効性 （令和 2 年～令和 6 年 死者総数 115 人） 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

※ 愛知県警察統計より。              ※ 愛知県警察統計より。 
 
 

○自転車事故による死者のうち 

約６割が「頭部」の損傷が原因 

（単位：件） 

0.240 

0.413 

着用            非着用 

○ヘルメット非着用時の致死率は 

着用時に比べ約１．７倍 
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【要望内容②】 

多くの県民にとって貴重な移動手段である地下鉄における、可動式ホーム柵の整

備等の安全・安心の推進及びエレベーターの整備、駅・トイレのリニューアル等による

快適性・利便性の高いサービスの提供を図るための整備に対する補助金の増額を要

望します。 

 

＜要望の背景＞ 

本市の地下鉄は、１日平均１２６万人を超える乗客を輸送し、本市市民を除く県

民利用者の割合は４０％にも及び、県民の貴重な移動手段となっています。また、

アジア・アジアパラ競技大会の開催時には多くの来訪者が見込まれ、地下鉄の安

全・安心、快適・便利な利用環境が求められます。 

こうした中、安全・安心の推進のため、現在、名鉄犬山線及び豊田線との相互直

通運転により、市外からの利用者にとっても利便性が高い鶴舞線への可動式ホーム

柵の整備を進めており、令和８年度には市外駅である赤池駅への設置も予定してい

ます。 

また、快適性・利便性の高いサービスの提供を図るため、バリアフリー化として

のエレベーターの整備やホームと車両の段差・隙間の改善に加えて、アジア・アジ

アパラ競技大会の会場最寄駅を始めとした駅・トイレのリニューアルやクレジット

カードタッチ決済の導入によるキャッシュレス化の推進等を進めています。 

 

 

 

           

 

市民利用者、市民を除く県民利用者、 

県外利用者の割合 

鶴舞線可動式ホーム柵 

※ 交通局利用実態調査（令和６年度）より。 
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5 地域経済の活性化等 
（経済産業局、農業水産局） 

【要望内容①】   

商店街支援を通じた地域経済の活性化を図るため、以下の点について要望します。 

・「げんき商店街推進事業費補助金」の必要な事業費の確保やアーチ・アーケードの

維持管理に対する補助を創設すること。 

・商店街共同施設の維持管理に対する財政措置について国に働きかけること。 

 

＜要望の背景＞ 

商店街は、身近な買い物の場であるだけでなく、イベント等を通じた地域の賑わい

づくりや街路灯の維持管理など地域の安心・安全にも寄与しており、地域経済の活力を

生み出すとともに、地域コミュニティの核として重要な役割を担っています。 

一方で、商店街においては、組合員の高齢化や担い手の減少、物価高騰などさまざ

まな課題があるため、イベント等を通じた地域の賑わいづくりなどに対する支援が必

要です。 

また、商店街共同施設であるアーチ・アーケードは、整備後相当な期間が経過し、

施設の老朽化が進んでいるため、適切な維持管理への支援が求められています。 

さらに、街路灯も含め商店街共同施設の維持管理には多額の費用を要するため、国

による支援制度も求められ、国への制度創設に向けた働きかけが必要です。 

 

商店街における賑わいづくりの       老朽化したアーケード  

イベント実施         
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※令和６年度名古屋市中央卸売市場流通量推計調査（第 1４回）より。 

本市中央卸売市場の集荷数量上位の都道府県  
区分 青果 水産物 食肉 

１位 北海道（２０.２％） 愛知県（１８.８％） 愛知県（６５.４％） 

２位 愛知県（１４.３％） 三重県（ ８.８％） 岐阜県（２２.６％） 

３位 長野県（１１.９％） 東京都（ ７.６％） 三重県（ ３.８％） 
※令和６年度名古屋市中央卸売市場取扱実績より。 

【要望内容②】 

本市中央卸売市場の果たす役割の重要性と広域性を踏まえ、以下の点について要

望します。 

・市場の機能向上整備等に対する補助制度を創設すること。 

・国の支援制度である「強い農業づくり総合支援交付金」の拡充について国に働き

かけること。  

 

＜要望の背景＞ 

本市では、令和６年度末に「名古屋市中央卸売市場本場及び北部市場機能向上整備

基本計画」を策定し、スペースの増床、有蓋化や温度管理機能の充実といった整備を

順次進めるとともに、南部市場においても、令和３年度末に策定した「名古屋市中央

卸売市場南部市場中長期保全計画」に基づき、施設の長寿命化を進めています。 

本市中央卸売市場においては、取扱数量の３０％程度を名古屋市・豊山町を除く県

内へ供給しています。また、農林水産業が盛んな県内からの集荷数量については、水

産物・食肉は第１位、青果は第２位となっています。 

このような背景から、当該整備は、県内における生鮮食料品等の安定供給に重要な

役割を果たすとともに、「あいちビジョン２０３０」に示されている「高品質な県産

農林水産物を安定的に供給できる生産・流通体制の整備」にも寄与していくものと考

えていますが、多額の経費を要することもあり、県による財政的支援に加え、卸売市

場の施設整備に対する支援の拡充について、国への働きかけが必要です。 

 
本市中央卸売市場の供給先とその割合 

 〈食肉〉 〈水産物＞ 〈青果〉 
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６ 文化芸術の推進 
（県民文化局） 

【要望内容①】 

名古屋フィルハーモニー交響楽団の果たす役割や経営状況などを踏まえ、支援の

強化を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

名古屋フィルハーモニー交響楽団は、昭和４１年の創立以来、中部圏を代表する本

格的な専門交響楽団として活動しています。また、地域に愛される楽団として、その

演奏活動は広く県内各地に及び、音楽文化の普及、発展に大きく寄与するとともに、

当地域の魅力的な文化芸術資源として、国内外に向けて積極的に発信していく重要な

役割を担っています。 

当楽団は、昭和６３年に初の海外公演をヨーロッパ２か国（フランス、スイス）で

実施したことを皮切りに、これまで４回の海外公演を行い、いずれの国においても好

評をいただきました。令和８年度に楽団創立６０周年を迎え、２１年ぶりに海外公演

をクラシック音楽の本場であるヨーロッパ（ランス市、トリノ市）にて実施します。 

海外で公演を行うことは、県の文化の顔として、海外との文化交流や、県の文化芸

術の直接的な魅力発信に寄与し、さらには楽団員の音楽性を高める研鑽の場となり、

県芸術劇場で実施する定期演奏会を始めとする各種公演で、県民の皆様にその成果を

還元できるという観点から、重要な意義を有すると考えています。 

しかしながら、物価高騰や円安により、海外公演の経費は増嵩しており、加えて、

楽団の経営についても、経営の健全化に格段の努力を尽くしているにもかかわらず、

大変厳しい状況にあり、本市においても、その指導、援助の強化に努めていますが、

併せて県による支援の強化も必要です。 

 

 

     

 

 

 

 

区 分 令和４年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

愛 知 県 80 98 88 

愛知県外 15 8 20 

計 95 106 108 

県内各地における演奏活動   
ジュニアオケと共演（豊田市） 

（単位：回） 

演奏会開催状況 
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【要望内容②】 

「愛知県文化財保存事業費補助金」について、市町村が行う国庫補助事業に対する

県の上乗せ補助も含め、市町村事業への補助の再開を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

本市には、我が国の歴史の形成を知る上で貴重な文化財が数多く残されており、国

指定文化財や県指定文化財の保存・修理等に取り組み、後世に継承されるよう努めて

いるところです。 

これらの文化財保存事業は、「愛知県文化財保存事業費補助金」の交付対象とされ

ているにもかかわらず、市町村事業に限っては平成１８年度以降長期にわたり交付が

見合わされている状況ですが、文化財の保存修理や史跡整備を着実に進めるためには、

県からの支援が不可欠です。 

 

 

 

本市所有の国・県指定文化財 
 

区 分 建造物 絵画 工芸 書跡 古文書 
考古資料・

歴史資料 
記念物 計 

国指定 6(※) ３ 5 ８ １ ０ 7(※) ３0 

県指定 １ ５ ２ ０ ０ ５ ０ 13 

計 7 ８ 7 8 １ ５ 7 43 

※ 国所有（市管理）分を含む。 

 

 

 

（単位：件） 
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7 医療・介護体制等の充実  
（防災安全局、福祉局、保健医療局、労働局） 

【要望内容①】  

医療・介護サービス提供体制の充実を図るため、以下の点について要望します。 

・地域医療介護総合確保基金を活用するなど、医師及び看護・介護職員確保対策、

在宅医療体制のさらなる充実を図ること。 

・小児救急医療支援事業に対する助成の拡充を始め、救急医療体制の確保・充実

を図ること。 

・救急安心センター事業（＃７１１９）を県において実施すること。 

 

＜要望の背景＞ 

地域包括ケアシステムの深化・推進が喫緊の課題である中、高齢者人口がピークと

なる２０４０年に向けて必要な医療・介護サービス提供体制を整えるためには、医師、

看護職員、介護職員を相当数確保することが必要です。このような中、県下では、小

児科・産科を始めとした医師や看護職員不足が深刻な状況となっており、医師及び看

護・介護職員のより一層の確保対策が求められるとともに、在宅療養者が住み慣れた

地域で安心して生活を送ることができるよう在宅医療体制を確保する必要があります。 

また、救急医療においては、病院群輪番制における当番の負担が大きいことや令和

６年４月から医師の働き方改革による時間外労働の上限が適用されたことにより、救

急医療体制の確保が難しくなっており、救急医療体制確保に向けた支援のさらなる充

実が必要です。 

さらに、本市では、令和６年７月１日から救急安心センター事業（＃７１１９）を

実施していますが、市外からの利用が全体の４割を占めていることに加え、本事業は

３６都府県において、都府県が実施主体となって広域的な運用が図られていることに

鑑み、当地域においても県による実施が必要です。 
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小児科・分娩取扱医師の状況 

 

※１「愛知県医師確保計画」（令和６年３月）より。 

※２ 医師数は医師偏在指標の値を示す。 

○医師偏在指標…人口１０万対医師数に医療需要や患者の流出入等地域の実情を考慮したもの。 

 

看護職員の状況 

 

※ 厚生労働省「衛生行政報告例」（令和６年末現在）より。 

 

今後必要となる介護職員の推計 

 
※１「第９期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について」より。 

※２ 令和４年度の人数は実績値、令和８年度・22 年度の人数は推計値。 
 

 

 

区 分 全国平均 愛知県 （参考）全国１位 

人口 10 万人当たり 

小児科医師数 ※２ 
115.1 94.7（45 位） 171.0（鳥取県） 

人口 10 万人当たり  

分娩取扱医師数 ※２ 
10.5 10.3（21 位） 14.3（東京都） 

区 分 全国平均 愛知県 （参考）全国１位 

人口 10 万人当たり 

看護職員数 

1,371.9 人 1,183.3 人（41 位） 2,262.4 人（高知県） 

区 分 令和４年度 令和８年度 令和 22 年度 

国 215 万人 240 万人 272 万人 

愛 知 県 10.5 万人 12.8 万人 14.5 万人 
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【要望内容②】 

在宅高齢者訪問理美容サービス事業に対する補助制度の創設を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

在宅高齢者が理美容により容姿や身だしなみを整えることは、清潔を保ち、日常生

活の活性化や精神的な安定にも資するとともに、家族の負担を軽減するためにも重要

かつ有意義です。 

本市では、外出により理美容サービスを利用することが困難な要介護３以上の在宅

高齢者に対し、在宅高齢者訪問理美容サービス事業を実施しており、利用件数が大き

く増加しています。また、県内の多くの市町村が事業を実施しており、高齢者数の増

加に伴い、県内においても事業の必要性が高まっています。 

 

【要望内容③】 

障害者医療費の助成及び福祉給付金制度に対する補助制度の拡充を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

本市では、障害の種類を区分することなく必要な支援を受けられるよう、障害者医

療について、身体・知的障害者に加えて精神障害者保健福祉手帳１級・２級所持者に

ついても、県が対象とする精神科疾患に係る医療費に限定することなく、助成対象と

しています。 

また、福祉給付金制度におけるねたきり・認知症の方について、県は住民税非課税

世帯の後期高齢者を対象としていますが、本市は、前期高齢者にも対象を広げ、障害

者と同様の所得基準により助成を行っています。 

さらに、特定医療費受給者証（指定難病）をお持ちで、日常生活が著しい制限を受

けると医師が証明した方を助成対象としています。 

近年、助成対象者の医療費が増加傾向にあるため、助成の必要性が高まっており、

安定的な制度運用が必要です。 
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【要望内容④】 

障害者の一般就労を一層推進するため、障害者就業・生活支援センターについて、地

域の実情に合わせて十分な支援体制を確保するよう要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

現在、名古屋・尾張中部圏域には２か所の障害者就業・生活支援センターが設置さ

れていますが、同圏域内人口は、他の圏域と比べて３倍以上と突出して多く、また、

２か所のうち１か所は主に他の市町を活動地域とするものであり、本市における相談

ニーズを受け止めきれていない状況です。 

同センターは障害保健福祉圏域ごとに２か所までの設置とされているため、本市は

独自に同趣旨のセンターを市内３か所に設置していますが、県内における雇用障害者

数の増加とともにこれらのセンターに対する需要は増大し、新規相談受付から初回相

談まで長期間を要している状況です。 

本来、障害者就業・生活支援センターは「障害者の雇用の促進等に関する法律」に

基づき県が指定するものであるため、このようにニーズが増大している実態を受け止

めて、県として早急な対応が必要です。 

 

 

 

 

 

 

愛知県における障害保健福祉圏域 

尾張東部圏域 

海部圏域 

西三河北部圏域 尾張西部圏域 

東三河北部圏域 
知多半島圏域 

名古屋・尾張中部圏域 

西三河南部西圏域 
東三河南部圏域 

西三河南部東圏域 

尾張北部圏域 

720 千人 

502 千人 

474 千人 
476 千人 

318 千人 

2,504 千人 

615 千人 
48 千人 

696 千人 
677 千人 

422 千人 

活動区域 

圏域内人口（令和 7 年 6 月 1 日現在推計人口） 
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8 医療保険制度への支援 
（保健医療局） 

【要望内容①】 

国民皆保険制度における国民健康保険の重要性を踏まえ、福祉医療費支給事業の

実施に伴う事業費納付金への加算の廃止など被保険者の負担に配慮した財政支援の

さらなる充実を図ることを要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

国民健康保険は、被保険者が低所得者層を主体として構成されており、医療費が高

額な水準で推移していることなどにより、非常に厳しい財政状況にあります。また、

平成３０年度からは、都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体となり、事業運

営において中心的な役割を担うこととされています。 

保険料が上昇傾向にある中で、福祉医療費支給事業の実施に伴い、医療費が増加す

るとして減額される国庫負担金相当額については、本市が県に対して納付する事業費

納付金へ加算されており、被保険者の負担となっています。 

 

 

【要望内容②】 

高齢者の健康保持の重要性を踏まえ、愛知県後期高齢者医療広域連合の行う保健

事業に対する補助制度の創設を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

後期高齢者医療制度の保健事業として、後期高齢者を対象に実施している健康診査

の費用については、国が約３分の１を負担し、残りを後期高齢者が保険料として負担

していますが、医療費が年々増加している影響で、保険料も上昇傾向にあり、後期高

齢者の負担が一層高まっています。 

後期高齢者に対する健康診査は、疾病・介護予防等の観点から非常に重要であり、

増加傾向にある医療費の抑制にも寄与すると考えられます。 
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9 子ども・子育て支援の充実 
（福祉局） 

【要望内容①】 

県の保育料助成制度について、県内市町村を等しく取り扱うべきであり、本市を

補助対象とすることを要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

県においては、多子世帯における負担軽減を図るため、第三子以降の３歳未満児

に対する保育料助成を行っており、令和７年１０月からは対象児童を第二子以降に

拡大されましたが、当該制度の補助対象から政令市及び中核市が除外されています。

このような県の現行制度は、県内市町村の間に保育サービスの格差を生じさせるも

のです。 

子ども・子育て政策の強化に向けて国と地方が車の両輪となって取り組む中、保

育に係る事務は市町村共通の事務であるとともに、本市市民も県民税を納める県民

であることから、保育料助成は県内市町村に対して等しく行われるべきであり、政

令市及び中核市を対象から除外する不合理な取扱いは見直しが必要です。 

 

 

【要望内容②】 

子育て支援の推進のため、子ども医療費助成に対する補助制度の対象年齢の拡

充を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

県における助成対象は、入院は中学校３年生まで、通院は就学前までとなってい

ますが、本市では子育て支援の推進のため、入通院ともに１８歳に達する日以後の

最初の年度末までを対象としています。また現在、県内全ての市町村で、入通院と

もに少なくとも中学校３年生まで対象となっています。  
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１０ 教育行政の充実 
（県民文化局、教育委員会） 

【要望内容①】 

名古屋市域における肢体不自由者のための特別支援学校に通う児童生徒・保護

者双方の負担を軽減するため、以下の点について要望します。 

・名古屋東部地区における肢体不自由特別支援学校の整備を着実に進めること。 

・肢体不自由特別支援学校が設置されるまでの間、長時間通学を解消するため、

港特別支援学校へのスクールバスのさらなる増車を行うこと。 

・スクールバスを利用できない医療的ケア児の通学を支援すること。  

 

＜要望の背景＞  

令和６年２月に策定された「第３期愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながり

プラン２０２８）」においては、名古屋東部地区から港特別支援学校への長時間通学

を解消することが課題とされています。 

これまでもスクールバスが増車されているところですが、依然として通学の負担が

大きい状況であり、県が令和９年４月に開校を予定する名古屋東部地区における肢体

不自由特別支援学校への期待が寄せられています。 

また、医療的ケア児は、スクールバスではなく保護者による送迎が必要であり、長

時間の送迎は子どもと保護者双方にとって大きな負担となっています。 
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【要望内容②】 

特別支援学校の設置義務は本来、県にあることを踏まえ、県内の他市立特別支援

学校と同様の補助を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

特別支援学校の設置義務は法律上県にあるところですが、本市においては知的障害

の児童生徒のための特別支援学校について、本校５校と分校１校を設置し、特別支援

教育の充実に努めています。 

県においては、「第３期愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながりプラン２０

２８）」に基づき、知的障害特別支援学校の過大化による教室不足の解消に向けた取

組みを進めているところですが、本市においても児童生徒数の増加に伴う施設の狭あ

い化解消のため、令和９年１月の供用開始に向けて天白特別支援学校の増築工事を実

施しているほか、西特別支援学校新校舎の整備に向けた設計を進めています。 
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【要望内容③】 

保護者の負担を軽減し、高校における教育機会の確保を図るため、授業料以外の

学校教育費に対する、低中所得世帯への一層の支援拡充を要望します。 

 

＜要望の背景＞ 

現在、国において検討されている、いわゆる「高校無償化」により、これまで県の

私立高等学校等授業料軽減補助事業の対象外となっていた所得の高い世帯の経済的負

担は大きく軽減されることになります。 

一方、通学費や教科外活動費、学用品といった学校教育費（授業料を除く。以下同

じ。）は年々上昇しており、所得の低い世帯にとって経済的負担の大きい状況が続い

ています。 

 学校教育費の支援制度としては「高等学校等奨学給付金」があり、給付額は年々引

き上げられていますが、学校教育費の上昇に追いついておらず、支援は十分とは言え

ません。 

名古屋市においても、学校教育費に対する独自の支援策を実施していますが、高校

生が経済的な理由で教育機会を失うことがないよう、学校教育費に対する低中所得世

帯への一層の支援拡充が必要です。 

学校教育費に対する奨学給付金の支給額 

 

※授業料以外の学校教育費は「令和５年度子供の学習費調査」（文部科学省による直近の調査）

より。 
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11 脱炭素社会の実現等 

（環境局、農業水産局、建設局、都市・交通局） 

【要望内容①】 

住宅・建築物の脱炭素化の促進のため、以下の点について要望します。 

・太陽光発電設備を始めとした再生可能エネルギー等の普及拡大に必要な事業費

を確保するとともに、補助制度の補助基準額や補助率の引上げ、補助対象の追加

といった、補助制度のさらなる充実を図ること。 

・太陽光発電設備のさらなる導入促進の手段として期待されるペロブスカイト太

陽電池について、早期の社会実装を実現するため、支援制度を創設すること。 

 

＜要望の背景＞ 

本市では、令和６年３月に策定した「名古屋市地球温暖化対策実行計画２０３０」

において、本市の温室効果ガス排出量を平成２５年度比で令和１２年度までに５２％

削減する目標を掲げ、その実現に向けて、再生可能エネルギー等の普及拡大に取り組

んでいます。 

日本の二酸化炭素排出量のうち、家庭からの排出は１５％を占めており、国は、令

和７年２月に策定した「第７次エネルギー基本計画」において、住宅におけるさらな

る省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギー普及拡大を進める方針を示していま

す。南海トラフ巨大地震の発生が懸念される中、太陽光発電設備や蓄電システム等は

災害時の非常用電源として活用可能であり、防災力向上の観点からも各家庭への導入

を促す必要があります。 

また、再生可能エネルギー拡大の切り札と言われているペロブスカイト太陽電池に

ついて、国は「第７次エネルギー基本計画」において令和２２年までに約２０ＧＷの

導入を目標とし、県は令和７年５月に官民で構成する「あいちペロブスカイト太陽電

池推進協議会」を設立するなど、ペロブスカイト太陽電池の早期社会実装に向けた取

組みが加速化しています。 

本市においても、「あいちペロブスカイト太陽電池推進協議会」に参画し情報収集

に努め、市域へのペロブスカイト太陽電池の導入に向けた検討を進めておりますが、

ペロブスカイト太陽電池の導入費用が課題となっていることから、導入費用に対する

県の支援が不可欠です。
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名古屋市の温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市の太陽光発電の導入目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「名古屋市地球温暖化対策実行計画２０３０」（２０２４年３月）より。 

 

 

※名古屋市地球温暖化対策実行計画２０３０より。（令和６年３月）  
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【要望内容②】 

「あいち森と緑づくり事業」を活用した緑のまちづくりを推進するため、以下の点に

ついて要望します。 

・街路樹の計画的な植え替えが実施できるよう、美しい並木道再生事業に関し、必

要な事業費を確保すること。 

・民有地緑化の一層の促進、質の向上のため、緑の街並み推進事業に関し、必要な

事業費を確保すること。 

 

＜要望の背景＞ 

本市の街路樹は、その４割以上が植栽後４０年以上経過し、大木化や老木化による

倒木や落枝、根上がりなどの課題を抱えています。これらの課題に対応するため、次

世代へつなぐ持続可能な街路樹づくりを目指し、実行計画である「街路樹再生なごや

プラン」を策定しました。このプランに基づき、「美しい並木道再生事業」による補

助を活用して街路樹の植え替えに取り組んでいますが、対象となる街路樹は３万５千

本もあることから、今後も計画的に事業を進めていく必要があります。 

また、「緑の街並み推進事業」による補助制度は、民有地における緑化の促進と質

の向上に欠かせないものとなっていますが、申請数が多く、早期に受付を終了してい

る状況です。 

 

美しい並木道再生事業の事例       緑の街並み推進事業の事例 
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【要望内容③】 

有機農業の取組みを拡大するため、以下の点について要望します。 

・国の支援制度である有機転換推進事業や環境保全型農業直接支払交付金の拡充

について継続して国に働きかけること。 

・慣行栽培から有機農業へ転換する農業者を始め、有機農業に取り組む農業者へ

の県独自の支援金交付制度を新設すること。 

 

＜要望の背景＞ 

有機農業は、環境負荷を低減し、安全かつ良質な農産物の持続可能な供給に資する

ものであり、国が令和３年５月に策定した「みどりの食料システム戦略」において、

２０５０年までに耕地面積に占める有機農業の取組面積を２５％に拡大する方針が示

されたところですが、令和４年度時点では０.７％にとどまっています。 

また、県においては、「愛知県有機農業推進計画」を令和５年１月に改正し、有機

農業に取り組む目標面積を９００ｈａ（令和１２年）として、一層の推進を図ってい

ます。 

このような中、都市農業の振興に取り組む本市においても積極的に有機農業を推進

していく必要がありますが、農薬を使わない除草や病害虫の防除、有機質肥料の悪臭

への対応など従来の農業より手間や費用がかかるため、取組みがほとんど行われてい

ない状況です。地域の実情等に配慮しつつ、有機農業の取組みを拡大するためには、

現行の国の支援制度の拡充に加え、県独自の支援金交付制度の新設が必要です。 

日本の有機農業の取組面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※農林水産省「有機農業をめぐる事情」（令和７年６月）より。 
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交通事故の瞬間



交通事故を防ぐために

あなたならどのような運転をしますか。



幹 部 会 報 告 事 項 

令和７年１１月１７日 

経 済 局 

事 

項 

「建設技術フェア２０２５ｉｎ中部」及び「第１３回中部ライフガードＴＥＣ

２０２５～防災・減災・危機管理展～」の開催について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 

                    

 

 

 

 

 

 

 

容 

 

１ 会 期 令和７年１２月４日（木）１０：００～１７：００ 

５日（金）１０：００～１６：００ 

 

 

２ 会 場 ポートメッセなごや（名古屋市国際展示場） 

建設技術フェア２０２５in 中部 第３展示館 

第１３回中部ライフガード TEC２０２５ 第２展示館 

 

 

３ 「建設技術フェア２０２５ｉｎ中部」の概要 

建設技術フェアは、産学官の技術交流の場を提供し、技術開発や新技術導

入の促進を図るとともに、建設分野を専攻している学生との交流や一般の

方々に建設技術の魅力と社会資本整備の必要性を広く紹介する事を目的とし

て開催します。 

(1)主 催 建設技術フェアｉｎ中部運営委員会（国土交通省中部地方整備

局、名古屋国際見本市委員会、公益財団法人名古屋産業振興公

社、一般社団法人中部地域づくり協会、公益社団法人土木学会中

部支部） 

(2)出展者数 ４２７企業・団体 ５９６小間・土間 

(3)内 容 別添建設技術フェア in 中部リーフレット参照 

 

 

４ 「第１３回中部ライフガードＴＥＣ２０２５」の概要 

防災・減災関連産業の振興と地域の防災力向上を図るため、防災・減災・

危機管理をテーマに、関連する製品やサービス等を幅広く紹介します。 

(1)主 催 名古屋国際見本市委員会／公益財団法人名古屋産業振興公社 

(2)共 催 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議、中日新聞社、CBC テレビ 

(3)出展者数 １０３企業・団体 １７５小間・土間 

(4)内 容 別添中部ライフガード TEC リーフレット参照 

 

 

５ 共通事項 

(1)入場料  無料、事前登録制 

(2)開会式  両展示会合同で開会式を開催します。 

１２月４日（木）午前９時３０分から 

ポートメッセなごや イベント館 イベントホール 

備 

考 
本件は、本日、市政記者クラブへ資料提供します。 

（イノベーション推進部産業立地交流課 内線 2423） 



#まっとるでよ

建設技術フェ ア2 0 2 5 in 中部

（ ４ 日/1 0： 0 0 ～1 7： 0 0  ・  5 日/1 0：0 0 ～1 6： 0 0 ）

建設技術フェアin 中部運営委員会

会

期

主
催

お
問
合
せ

12 月4 日 木 ・ 5 日金2 0 2 5 年

構成： 国土交通省中部地方整備局・ 名古屋国際見本市委員会・

 （ 公財）名古屋産業振興公社・（ 一社）中部地域づく り 協会・

 （ 公社）土木学会 中部支部

ポートメッ セなごや第3 展示館 名古屋市
国際展示場（ 　 　 　）

会
場

く わしく はHPへ

建設技術フェアin 中部運営委員会事務局
名古屋国際見本市委員会
〒4 6 4 -0 8 5 6 　 名古屋市千種区吹上二丁目6 番3 号（ 名古屋市中小企業振興会館5 階）
T E L .（ 0 5 2 ）7 3 5 -4 8 3 1 　  FA X .（ 0 5 2 ）7 3 5 -4 8 3 6  　 E -m a i l  ：  k g f＠n a g o y a -tr a de -e x po . j p

開

催

の

ご

案

内

場所 : 第3展示館 場所 : 第3展示館

DX・ i-Construction 設計・ 施工環境・ リ サイクル維持管理・ 予防保全防災・ 安全安心

夢をつく るプロジェ クト プレゼン＆表彰式

11:00

11:30

12:00

12:30

13:00

13:30

14:00

14:30

15:00

15:30

16:00

16:30

建設施工分野のDXやGXなどの最新動向

国土交通省大臣官房技術調査課施工企画室 室長 増 竜郎 氏
最新型地中探査レーダのご紹介

エフティ ーエス（ 株）
P01 10:40～

現場の泥を即時搬出 高含水泥土改良剤M Tシリ ーズ

（ 株）森環境技術研究所

自然を守る技術、支える未来 ～ユニット ネット 工法の紹介～

（ 株）ダイカ

P02 11:20～

P03 12:00～

非開削によるアンダーパス施工法
アンダーパス技術協会

P04 12:40～

I CTアド バイザーの活動紹介

中部i-Construction研究会ICTアド バイザー
P05 13:20～

オープンシールド 工法
オープンシールド 協会

P06 14:00～

TRD工法の概要と 適用事例
TRD工法協会

P07 14:40～

【 日本の人材不足をインド が救う 】日本の現場とインド の
職人を繋ぐプラットフォーム アイティ ッ プス（ 株）

P08 15:20～

大成建設のI CT・ AI 技術
大成建設（ 株）中部支店

P09 16:00～

小間番号： わ21災害対策車両展示

継続教育・ 学習（ CPD・ CPDS）の単位認定

近年頻発している「 土砂災害対応」をテーマに、実際の災害現場

での活用が想定さ れる災害対策車両を 展示し ます。展示予定の

車両は、現地での対策拠点と なる「 対策本部車」、夜間作業にも

対応可能な「 照明車」で、一部車両の操作体験を実施し ます。

※車両は変更になる可能性があり ます。

建設現場（ 道路工事・ 河川工事・ 湾岸工事・ 維持管理等）において、

あったらいいな！と 思う 便利なツールのアイデアを学生が発表し ます！

プレゼン・ 表彰式　 令和7年12月4日（ 木） 13:00～ 第3展示館特設会場

※聴講希望者は当日会場にお越し く ださ い。どなたでも 聴講いただけます。

小間番号： い27N ETIS紹介・ 相談ブース

土木遺産パネル展

「 土木学会選奨土木遺産」に認定さ れた歴史的土木建造物の

パネルを展示し ます。　 協力：（ 公社）土木学会中部支部

来場事前登録 10月上旬 来場事前登録 受付開始！

建設技術フェ ア2025ホームページより 来場事前登録をお願いいたし ます。

QRコ ード 入り の「 入場証」が発行さ れますので、事前に必ずカラ ー印刷してご来場く ださ い。

※当日会場での印刷はできません ※内容は予告なく 変更、または中止と なる場合がございます。

12  4（ 木） 12  5（ 金）

12  4（ 木） 講演会・ その他

主催企画

12  5（ 金） 講演会

凡 例

継続出展者感謝状贈呈式

11:00

11:30

12:00

14:00

14:30

15:00

i-Construction推進セミ ナー

14:00～14:30

14:30～15:00

【  it-Series 】で実現する i-Construction
大成建設（ 株） 土木本部 土木部

DX推進室 次長 渡邉 高也 氏
【 大規模土工】3次元モデル活用による
土量バランス計画の省力化・ 精度向上―富士山火山―

協和設計（ 株） 設計本部 副本部長 西岡 孝尚 氏

主催企画

中部建設青年会議が実施し た「 第13回 国土をつく る人写真展」

の受賞作品を展示します。

国土をつく る人写真展

災害対策及び構造物の維持管理に関する 研究開発の

取り 組みを 紹介します。

小間番号： い25国土交通省・ 技術センタ ー

中部地方における ICT施工の普及・ 推進に向け、技術支援、情報

提供を目的とし たICTアド バイザーの活動内容を紹介します。

【 ミ ニ講演の開催】12月4日（ 4回）、12月5日（ 4回）

小間番号： い26I CTアド バイザーブース

国土交通省が運用管理し ている「 新技術情報提供システム

（ NETIS）」への登録方法について紹介し ます。また、NETIS登

録に関する 相談を 受け付けます。

小間番号： い21重機ラジコンで熱闘！
～クリランGP～

技術コンペティ ショ ン『 夢をつく るプロジェクト 』

３ 種類の建設重機マシンを 操縦して競います！

記録更新者には豪華景品贈呈！参加者求む

建設技術フェ ア2025 検 索

事前登録・ 詳細はH Pから

h ttps://w w w .kg f-ch u bu .com /

出展技術プレ ゼンテーショ ン

入場無料
（ 事前登録制）

技術コ ンペティ ショ ン

夢をつく るプロジェ ク ト 2 0 2 5
同時
開催

く わしく は

コ チラから

P10 11:00～

「 レインフォースフレーム工法」
岡部（ 株）／フリ ーフレーム協会

建設DX時代のマネジメ ント
（ 一財）日本建設情報総合センタ ー

グリ ーン産業（ 株）（ Made in 新潟 新技術普及・ 活用制度）

海辺の自然再生と 飛砂対策に役立つ「 はまみどり 工法」

P11 11:40～

P12 12:20～

バッ クオフィ スと の協業で施工管理が進化する。
クラウド でより 効率的な施工管理を。 （ 株）建設システム

P13 13:00～

Ｉ Ｐ Ｈ 工法（ 内圧充填接合補強工法）

中日建設（ 株）／（ 一社）Ｉ Ｐ Ｈ 工法協会／（ 一財）東海技術センタ ー
P14 13:40～

ド ローンによる空中写真測量について

（ 株）ポラリ スエクスポート
P15 14:20～

水位予測を活用し た河川工事現場の安全と 工程の両立

（ 株）構造計画研究所
P16 15:00～

コンクリ ート 湿潤・ 保温養生『 潤王（ う るおう ）』
太啓建設（ 株）

P17 15:40～

プ
レ
ゼ
ン
会
場
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複合構造を用いた臨港道路橋脚「 シーコ ーム工法」

五洋建設（ 株）
P28 11:40～

コマツ 新世代油圧ショ ベルと 現場のDXを加速さ せる各種

ソリュ ーショ ンのご紹介（ 株）前田製作所／コ マツ名古屋・ レンタル21

スマホ1台でcm 精度測位から3D点群スキャン、位置ずれ

し ないARや座標誘導まで完結！LRTK レフィ クシア（ 株）

P31 13:40～

P27 11:00～

橋梁の架け替え技術
（ 株）横河ＮＳ エンジニアリ ング

P30 13:00～

建設業界の課題に挑む オンライン点群処理

ソフト ウェ ア Scan X （ 株）ゼンリン
P29 12:20～

プ
レ
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ン
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プレキャスト コンクリ ート で施設の浸水を防ぐ防水壁を
構築する技術「 M C防水壁工法」 丸栄コンクリ ート 工業（ 株）

P18 10:40～

W in g Earth  点群編集処理をより 疾く！新機能のご紹介

アイサンテクノ ロジー（ 株）

エコマークの舗装補修用常温合材エコミ ックス
（ 株）関電工

P19 11:20～

P20 12:00～

プレキャスト 嵩上げブロッ ク工法「 かさあげく ん」

ケイコン（ 株）
P21 12:40～

非GPSド ローンを活用し た現場のDX推進
（ 株）矢野商店

P22 13:20～

舗装の長寿命化に向けた対策
ニチレキ（ 株） 中部支店

P23 14:00～

橋梁点検の効率化が図れる赤外線画像判定支援システム
～JシステムEvo l u ti o n～ 西日本高速道路エンジニアリング四国（ 株）

P24 14:40～

インフラDXの実践～EJECからの提案

（ 株）エイト 日本技術開発
P25 15:20～

ＤⅩ技術による野生生物の保全への取組

（ 株）ド －コン  名古屋事務所
P26 16:00～
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カーボンニュート ラルを実現！循環型素材で
ウォーカブルなまちなか整備 日之出水道機器（ 株）

P32 10:40～

優れた施工性と 軽量性！
「 Tn -p工法」と Tn -pセンサーのご提案

アキレス（ 株）／発泡ウレタン空洞注入協会

長期防食技術「 ハイブリッド AlM g 溶射工法」の紹介

（ 株）デーロス・ ジャパン

P33 12:00～

P34 12:20～

送電線工事に関する特殊鋼板商品説明 （ 株）和建P35 12:40～

スマート グラス、ド ローンによる遠隔臨場ツールの紹介

（ 株）シンクロアイズ
P36 13:20～

ジオポリマー無機低圧注入次世代補修技術

全国ミ クロカプセル工業会
P37 14:00～

けい酸塩系表面含浸材
「 RCガーデックス土木用（ 1回塗り ）」 日本躯体処理（ 株）

P38 14:40～

既設鋼橋での予防保全工法の最前線

（ 一社）日本鋼構造物循環式ブラスト 技術協会
[ヤマダインフラテクノ ス（ 株）]

P39 15:20～
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建設現場の残業削減にはeYACH O！
～タブレット 活用のポイント と 導入事例のご紹介～（ 株）MetaMoJi

P40 11:00～

折板屋根の諸課題を一挙に解決！ 

「 フラットフェ ース®」のご紹介 （ 株）明光建商

3DGau ssian Sp lattin g（ ガウシアンスプラッ ティ ング）に

よる高精細な点群表示などで“魅せる”最新高度点群活用

福井コンピュータ（ 株）

P41 11:40～

P42 12:20～

塩分吸着型エポキシ樹脂コンクリ ート 補修材

「 ハイブリッド エポキシ樹脂」の特性と 適用事例

日本国土開発（ 株）名古屋支店

P43 13:00～

地盤改良機の進化版 ここに誕生！ 地盤改良機GI -180C

（ 株）ワイビーエム
P44 13:40～

巨岩の落石対策 ～景観に配慮し た落石予防工～

（ 一社）全国落石災害防止協会
P45 14:20～

老朽化し た水道管の赤錆劣化対策

「 配管マグネタイト 工法」 T.K.K.エボリュ ーショ ン
P46 15:00～
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橋梁のアルミ 製品
（ 株）横河ブリッ ジ

P55 11:00～

津波高潮・ 洪水対策技術について
カナデビア（ 株） 中部支社

PSP工法（ 上空制限下での障害物撤去工法）
（ 有）オオブ工業

P56 11:40～

P57 12:20～

低炭素型自己充塡

コンクリ ート を使用したト ンネル覆工の省力化

佐藤工業（ 株） 名古屋支店

P58 13:00～
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養生マット・ 多機能フィ ルタ ー
多機能フィ ルタ ー（ 株）

P47 10:40～

コンクリ ート 打設天端仕上り 高さ 管理システム「 コテプリ 」

大日本土木（ 株）

ＡＩ を活用し た舗装の路面診断システム

福田グループ  （ 株）福田組名古屋支店/ 福田道路（ 株）中部支店

P48 11:20～

P49 12:00～

安心して鋼矢板を引抜けるオンリ ーワン工法

（ 協組）Mastersジオテツ工法研究会
P50 12:40～

建設汚泥の自ら利用におけるステークホルダーの

アライアンス構築事例

（ 一社）泥土リ サイクル協会／テクニカ 合同（ 株）

P51 13:20～

災害対応の迅速化・ 省力化につながる

防災DX技術のご紹介 積水樹脂（ 株）

P52 14:00～

交通誘導業務のDX 
～AI交通誘導警備システムがもたらす効果と 、

建設会社の課題を解決する方法～ KB-eye（ 株）

P53 14:40～

無動力ゲート
宇野重工（ 株）

P54 15:20～

プ
レ
ゼ
ン
会
場
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車でお越し の方

伊勢湾岸自動車道 名港中央インタ ー降りてすぐ 金城ふ頭駐車場をご利用く ださい。

【 駐車料金】60分500円 最大1,000円 ※ポート メッ セなごや立体駐車場は営業していません。

公共交通機関でお越し の方

名古屋駅（ あおなみ線）→金城ふ頭駅下車（ 24分）

金城ふ頭駅から徒歩8分

土木学会CPD（ 3.0単位）・ 全国土木施工管理技士会連合会CPDS（ 2unit）の受講証明書の交付を行います。

交付時間＞12月4日（ 木）15： 00～17： 00　 12月5日（ 金）14： 30～16： 00
※受付会場にて氏名を 記入いただきます。又、名刺をご用意く ださ い。

ポート メッ セなごや
ホームページ建設技術フ ェ アin 中部運営委員会事務局 名古屋国際見本市委員会

〒464-0856 名古屋市千種区吹上二丁目6番3号（ 名古屋市中小企業振興会館5階）　

TEL.（ 052）735-4831　  FAX.（ 052）735-4836 　 E-mail ：  kgf＠nagoya-trade-expo.jp　 web : https:/ / www.kgf-chubu.com/

第13 回
中部ライフガード
T E C2 0 2 5

ポートメ ッセなごや第２ 展示館

交通アクセス

お問合せ

く わし く は

コ チラから

i-Construction2.0の取組10:45～11:35 
短編映画「 ROADING…」

上映会＆建設産業のPR戦略

新プロジェ クト『 未来補完計画』発表

建設産業応援アンバサダー

岡野 哲也 氏

11:00～12:00

スタ ン プ ラ リ ー開催！
スタンプを集めながら 、展示会の魅力をまるごと 体験！

抽選で豪華景品ハズレ なし の参加賞もご用意。

※景品がなく なり 次第終了

プ
レ
ゼ
ン
会
場
1

要事前申込
要事前申込

要事前申込

http://#
http://#


出展者一覧

アイサンテクノ ロジー（ 株）

アイチマイクロ（ 株）

ID&Eホールディ ングス（ 日本工営（ 株））

ID&Eホールディ ングス

（ 日本工営都市空間（ 株））

あおみ建設（ 株） 名古屋支店

（ 株）アクティ オ

（ 株）アクティ オ 【 屋外展示】

アクティ ブシステム（ 株）

アジア航測（ 株）

（ 有）アペオ技研

（ 株）イクシス

いであ（ 株） 名古屋支店

（ 株）インフォラボ

（ 株）内田建設

エアロト ヨ タ（ 株）（ 旧： 朝日航洋（ 株））

（ 株）エイト 日本技術開発

応用地質（ 株）

（ 株）オーク

大林グループ（（ 株）大林組 名古屋支店／

大林道路（ 株） 名古屋支店）

（ 株）大本組 名古屋支店

（ 株）奥村組

（ 株）オプティ ム

（ 株）オリ エンタルコンサルタンツ／

（ 株）アサノ 大成基礎エンジニアリング

（ 株）ガイアート  中部支店

可児建設（ 株）／（ 株）建設IoT研究所

（ 株）亀太

基礎地盤コンサルタンツ（ 株）

（ 株）きんそく

（ 株）熊谷組 名古屋支店

（ 株）GRIFFY
KB-eye（ 株）

（ 株）建設システム

（ 一財）建設物価調査会

（ 株）光建

小間番号 社　 名 小間番号 社　 名 小間番号 社　 名

小間番号 社　 名 小間番号 社　 名 小間番号 社　 名

（ 株）構造計画研究所

国際航業（ 株）

国土交通省 中部地方整備局 企画部

中部インフラ DX推進室

国土交通省 中部地方整備局 
中部技術事務所

（ 株）小島組

（ 株）サイト

佐藤工業（ 株） 名古屋支店

サンコ ーコンサルタント（ 株）

（ 株）シーティ ーエス

（ 株）シーテッ ク

JIPテクノ サイエンス（ 株）

清水建設（ 株）

ジャパンギャランティ サービス（ 株）

（ 株）シンクロアイズ

鈴中工業（ 株）/（ 株）GeNEE
（ 株）錢高組

（ 株）ゼンリ ン

（ 株）ソ ーキ

大成建設グループ

（ 大成建設（ 株）/ 大成ロテッ ク（ 株））

大日コンサルタント（ 株）

大日本土木（ 株）

太陽建機レンタル（ 株）

太陽誘電（ 株）

（ 株）ダイワテッ ク

瀧上工業（ 株）／東海コンクリ ート 工業（ 株）

瀧冨工業（ 株）

（ 株）竹中土木

中央コンサルタンツ（ 株）

中央復建コンサルタンツ（ 株）

（ 株）中部テクノ ス

（ 株）ディ ーズアクト

TDK（ 株）

（ 株）テイコク

鉄建建設（ 株）

戸田建設（ 株） 名古屋支店

中日本建設コンサルタント（ 株）／

（ 株）ニッ ク 環境システム

中日本航空（ 株）

西尾レント オール（ 株） 中部支店

西松建設（ 株） 中部支社

ニチイコンサルタント（ 株）

日建リ ース工業（ 株）

日本基礎技術（ 株） 中部支店

 （ 一財）日本建設情報総合センタ ー

日本ファブテッ ク（ 株）

（ 株）ニュ ージェ ッ ク

（ 株）パスコ

（ 一社）パブリッ クサービス

（ 株）ビーイング

ビジオテッ クス（ 株）

Pix4D（ 株）

（ 株）ヒメ ノ

ファ ロージャパン（ 株）

（ 株）フォーラムエイト

（ 株）フォト ラクショ ン

福井コンピュ ータ（ 株）

福井コンピュ ータアーキテクト（ 株）

（ 株）フジタ  名古屋支店

（ 株）復建技術コンサルタント ／

（ 株）ダイワ技術サービス

（ 有）ボーダッ ク

（ 株）ポラリスエクスポート

（ 株）マイゾッ クス

（ 株）前田製作所／

コマツ名古屋・ レンタル21
（ 株）MetaMoJi（ eYACHO）

矢崎総業（ 株）

（ 株）矢野商店

UAV利活用研究会

（ 株）レッ クス

（ 株）レンタルのニッ ケン

（ 株）ワイビーエム

若築建設（ 株）

DX . i-Construction

（ 株）アースシフト

（ 株）IHIインフラシステム

（ 株）アイシン

愛知製鋼（ 株）

（ 株）アイティ エス

アキレス（ 株）／

発泡ウレタン空洞注入協会

アスト ン協会

（ 株）東産業

アマノ 機工（ 株）

宇野重工（ 株）

（ 株）エコ システム

（ 一社）SCFR工法協会

エヌディ ーリ ース・ システム（ 株）

エフティ ーエス（ 株）

鹿島グループ（ 鹿島建設（ 株）／

鹿島道路（ 株）／ケミ カルグラウト（ 株））

川田テクノ ロジーズ（ 川田工業（ 株）／

川田建設（ 株）／（ 株）橋梁メ ンテナンス）

管清工業（ 株）

（ 株）キクテッ ク

岐阜大学地盤工学研究室

（ 一財）橋梁調査会

FKK極東鋼弦コンクリ ート 振興（ 株）

グーテッ クプロ（ 株）

（ 一社）クリ ーンレ ーザー工法協会

（ 株）ケミ カル工事

国土環境緑化協会連合会

国土交通省 中部地方整備局 道路部 
交通対策課

ゴト ウコンクリ ート（ 株）

五洋建設（ 株）

近藤グループ（ 株） 近藤組

近藤グループ  新日産業（ 株）

佐藤鉄工（ 株）

（ 株）三共

三信建材工業（ 株）

J-ティ フコ ム施工協会

（ 一社）社会インフラメ ンテナンス

推進協議会

（ 一社）社会基盤技術評価支援機構・ 中部／

（ 一社）中部地域づく り 協会

ショ ーボンド 建設（ 株） 中部支社

信越産業（ 株）

StoCretecJapan（ 株）

住友大阪セメ ント（ 株）

スワエール協会

（ 一社）セイフティ ーフラット 工法協会

全国防草ブロッ ク 工業会東海支部

全国ミ クロカプセル工業会

第一建設工業（ 株）

太啓建設（ 株）

太平洋セメ ント（ 株）／

太平洋マテリアル（ 株）／

（ 株）太平洋コンサルタ ント

高田機工（ 株）

中日建設（ 株）／（ 一社）IPH工法協会／

（ 一財）東海技術センタ ー

中部地方整備局 道路部 道路管理課・

中部道路メ ンテナンスセンタ ー

T.K.K.エボリュ ーショ ン

（ 株）デーロス・ ジャパン

徳倉建設（ 株）

飛島建設（ 株）

鳥居化成（ 株）

西日本高速道路エンジニアリ ング中国（ 株）

西日本高速道路ファ シリ ティ ーズ（ 株）

ニチレキ（ 株） 中部支店

（ 株）日さく  西日本支社

（ 株）日本インシーク

日本躯体処理（ 株）

（ 一社）日本鋼構造物循環式ブラスト

技術協会［ ヤマダインフラテクノ ス（ 株）］

日本国土開発（ 株） 名古屋支店

NEXCO中日本グループ

（ 中日本高速道路（ 株）／

中日本ハイウェイ・ エンジニアリング東京（ 株）／

中日本ハイウェイ・ エンジニアリング名古屋（ 株）／

中日本ハイウェイ・ メ ンテナンス東名（ 株）／

中日本ハイウェイ・ メ ンテナンス中央（ 株）／

中日本ハイウェイ・ メ ンテナンス名古屋（ 株）／

中日本ハイウェイ・ メ ンテナンス北陸（ 株）／

中日本高速技術マーケティ ング（ 株）／

中日本高速オート サービス（ 株））

（ 株）ネクスコ 東日本イノ ベーショ ン＆

コミ ュニケーショ ンズ

（ 株）服部組

（ 株）ハナイ

パネルライニング研究会

パネルライニング研究会 【 屋外展示】

パルテム技術協会 中部支部

（ 一社）PAジョ イント 協会

ピーエス・ コンスト ラクショ ン（ 株）

ヒ ート ロッ ク工業（ 株）

日之出水道機器（ 株） 中部支店

フィ ット 筋工法技術研究会

保安道路企画（ 株）

（ 株）保全工学研究所

前田建設工業（ 株）

（ 株）前田製作所／（ 株）前田製作所・

コマツ名古屋・ レンタル21
前田道路（ 株） 中部支店

美松工業（ 株）

宮地エンジニアリ ング（ 株）

名工建設（ 株）

Made in 新潟

（ 新潟県／藤村クレスト（ 株）・（ 株）水倉組／

高橋土建（ 株）／グリ ーン産業（ 株）／（ 株）カワグレ）

（ 株）山本工務店

（ 株）横河NSエンジニアリング

（ 株）横河ブリ ッ ジ

レジテクト 工業会

（ 株）ロマッ ク ／（ 株）KCS

維持管理・ 予防保全

青木あすなろ建設（ 株） 名古屋支店

旭イノ ベッ クス（ 株）

伊藤忠TC建機（ 株）／レンテッ ク 大敬（ 株）

（ 株）イビコン

（ 株）エーアイシステムサービス／

（ 株）ファルコン

（ 一社）STKネット 工法研究会

（ 株）ＮＴ ジオテッ ク 中部

岡部（ 株）／フリ ーフレーム協会

カナデビア（ 株） 中部支社

共和コンクリ ート 工業（ 株）

（ 株）クボタ 建設

ケイコン（ 株）

KJS協会／アンカ ー補修協会／

NMアンカー協会

（ 株）建設技術研究所

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部

国土交通省 中部地方整備局

河川部 河川計画課

国土防災技術（ 株）／サンスイ・ ナビコ（ 株）

三信建設工業（ 株）

シーキュ ーブ（ 株）／竹内工業（ 株）

JFEグループ（ JFEスチール（ 株）／

JFE建材（ 株）／ジェ コス（ 株）／JFEミ ネラル（ 株）／

JFEコンテイナー（ 株）／JFEテクノワイヤ（ 株）／

JFE商事テールワン（ 株））

積水樹脂（ 株）

セフティ ー電気用品（ 株）

セフテッ ク（ 株）

（ 一社）セメ ント 協会

（ 一社）全国圧入協会

防災・ 安全安心

全国SC研究会 中部支部

（ 一社）全国落石災害防止協会

（ 株）仙台銘板

（ 株）ダイカ

多機能フィ ルタ ー（ 株）

（ 株）中大／（ 株）Ｄ ＯＶ ＯＸ

（ 一社）中部地域づく り 協会

（ 株）鶴見製作所

東亜グラウト 工業（ 株）

東興ジオテッ ク（ 株）

中村建設（ 株）

（ IBアンカー工法協会／スト ロンガー工法協会／

ボタ ニカルブラスト 協会） 

南濃コンクリ ート 工業（ 株）

西日本高速道路

エンジニアリ ング四国（ 株）

（ 株）日保

日特建設（ 株）名古屋支店／

麻生フオームクリ ート（ 株）／

東海ジオファ イバー協会／

東海ニュ ーレスプ 協会

日本製鉄グループ

（ 日本製鉄（ 株）、日鉄エンジニアリング（ 株）、

 日鉄建材（ 株）、日鉄溶接工業（ 株）、ジオスタ ー（ 株））

ハイジュ ールネット 工法研究会

PAN WALL工法協会

PCフレ ーム協会/ KTB協会

日野屋（ 株）

（ 株）フジヤマ

フリ ー工業（ 株）

（ 株）プロテッ クエンジニアリング

文化財石垣・ 石積擁壁補強技術協会

北陽建設（ 株）

（ 株）保全コ ーポレーショ ン

前田工繊（ 株）

丸栄コンクリ ート 工業（ 株）

（ 独）水資源機構　

名三工業（ 株）

矢作建設工業（ 株）

（ 株）山忠三信商事

ユアサ商事（ 株）

（ 株）結一産業

ライト 工業（ 株）中部統括支店

レジェ ンド パイプ工法協会

（ 株）和建

渡辺産業（ 株）／フジクリ ーン工業（ 株）／

（ 株）総合サービス

愛知県

（ 一社）愛知県建設業協会

岐阜県

経済産業省中部近畿産業保安監督部

けんせつ小町・ チーム“愛”

（ 一社）建設コンサルタンツ協会中部

国土交通省中部地方整備局

静岡市

長野県

名古屋市

名古屋市立工芸高等学校 都市システム科

（ 一社）日本埋立浚渫協会 中部支部

（ 一社）日本橋梁建設協会 中部事務所

（ 一社）日本建設業連合会 中部支部

（ 一社）日本道路建設業協会 中部支部

農林水産省東海農政局

浜松市

（ 一社）プレスト レスト・ コンクリ ート

建設業協会 中部支部

三重県

は出展者プレゼンテーショ ンを 行う 出展者と なり ます。事前の予告なく 出展の中止または内容が変更と なる場合がござ います。
揖斐川工業（ 株） アイケイコンクリ ート 部

宇部工業（ 株）

宇部マテリ アルズ（ 株）

（ 株）加藤建設

グリ ーンプラ（ 株）／

（ 株）ウッド プラスチッ クテクノ ロジー

（ 株）JERA
誠美社工業（ 株）

西武建設（ 株）

大有建設（ 株）

大有コンクリ ート 工業（ 株）

中部エコ バイオ（ 同）

中部地方建設副産物対策連絡協議会

中部土木グループ

（ 中部土木（ 株）/（ 株）Ｎ＆Ｎ corporation）

TSファイン・ ミ リ ング工法研究会　

（ 一社）泥土リ サイクル協会／

テクニカ 合同（ 株）

鐵鋼スラグ協会

東洋建設（ 株） 名古屋支店

ト ーエイ（ 株）

（ 株）ド ーコン  名古屋事務所

（ 株）ナヴィ ッ ク

（ 株）NIPPO 中部支店

日本道路（ 株） 中部支店

（ 株）不動テト ラ

三井住友建設（ 株）

（ 株）ムラアーカム

（ 株）明光建商

（ 株）森本組

（ 株）山辰組

（ 株）Lien du coeur

環境・ リ サイ ク ル

アーボ（ 株）

アイティ ッ プス（ 株）

アスザッ ク（ 株）

アンダーパス技術協会

安藤ハザマ

（ 一社）イージースラブ橋協会

SD工法研究会

（ 株）エムオーテッ ク

（ 有）オオブ 工業

オープンシールド 協会

（ 株）オームス

（ 株）大盛工業 名古屋OLY営業所

岡三リビッ ク（ 株）

（ 株）オクノ コト ー

（ 株）川口組

（ 株）関電工

（ 株）キナン

旭洋設備工業（ 株）／

（ 株）寿エンジニアリング／ヒ ロセ技研（ 株）

（ 株）金太／マルアイ商事（ 株）

（ 株）クリ エイタ ー

（ 一財）建設業技術者センタ ー

（ 株）鴻池組 名古屋支店

櫻井技研工業（ 株）

（ 株）サン・ エンジニア

C技研（ 株）

（ 株）ジェ イテッ ク

（ 一社）循環式ハイブリッド

ブラスト システム工法協会

昭和コンクリ ート 工業（ 株）　

世紀東急工業（ 株） 名古屋支店

全国型枠工業会 中部支部

（ 一財）先端建設技術センタ ー

大豊建設（ 株） 名古屋支店

太洋基礎工業（ 株） 名古屋支店

TRD工法協会

東亜建設工業（ 株） 名古屋支店

東亜道路工業（ 株）／

ト ミ ナガコ ーポレ ーショ ン（ 株）

東急建設（ 株）

東邦地水（ 株）

（ 株）東洋スタビ

（ 株）東洋スタビ  【 屋外展示】

（ 株）土木材料試験所

名古屋高速道路公社

日本車輌製造（ 株）

日本MMジョ イント 協会

日本真空システム協会

（ 株）ネクセル

PC-壁体工業会

ヒ ロセ（ 株）／ヒ ロセ補強土（ 株）

福田グループ  （（ 株）福田組 名古屋支店／

福田道路（ 株） 中部支店）

富士化工（ 株）

フジプレコン（ 株）

プレロード シェ ル工法研究会

（ 協組）Masters ジオテツ工法研究会

松岡コンクリ ート 工業（ 株）

マルチド リ ル工法協会

ミ ニウォ ール工法協会 中日本支部

（ 株）森環境技術研究所

レフィ クシア（ 株）

設計・ 施工

詳細は公式ホームページにてご確認く ださ い https:/ / www.kgf-chubu.com/

さ28

そ27

さ29

さ30

そ21

ち06

わ06

せ31

せ28

そ24

こ28

た21

た07

ち02

ち04

し25

け33

そ23

し22

せ21

さ25

け26

し26

し29

す29

せ30

た23

さ21

し28

こ32

ち03

つ25

せ26

け29

さ01

た03

せ11

さ07

す04

さ08

そ03

こ04

し04

し11

さ05

せ04

こ06

し10

い02

い03

さ06

せ03

さ12

つ23

し02

そ05

し08

さ03

す05

け30

こ30

い05

い06

こ25

わ03

こ24

す26

た08

せ25

せ24

そ26

そ29

す27

こ31

た04

そ25

た25

せ27

そ22

け34

す21

さ27

ち07

こ22

つ24

せ22

さ26

さ31

せ29

そ28

た24

す30

さ24

す28

し21

た05

せ34

し23

し24

す22

せ33

け31

さ23

す23

こ29

し27

す24

す31

け32

こ27

さ32

ち05

ち01

た09

た10

せ32

こ21

た11

け27

た22

わ04

す25

こ23

せ23

け28

た06

そ11

こ26

さ22

そ04

さ09

そ07

さ04

し03

さ11

せ10

そ08

さ10

し06

す03

し07

た02

そ06

す06

す07

そ02

せ06

し05

つ22

せ07

そ01

し09

こ05

し01

せ08

せ01

し12

せ09

す01

せ05

そ10

せ02

す02

さ02

そ09

さ13

た01

小間番号 社　 名 小間番号 社　 名 小間番号 社　 名

け07

く 03

こ09

う 10

う 01

こ03

く 09

け05

く 13

お04

け03

う 04

う 11

く 08

き11

か09

け06

け01

け11

け04

お03

け10

き01

う 05

け08

い01

お08

お11

か05

か04

く 11

え07

き09

け09

き10

か06

え05

こ08

く 04

く 02

う 03

お13

く 10

き08

か07

え03

お01

く 06

か13

う 06

く 07

こ01

う 08

く 01

く 12

き05

き06

き04

か10

く 05

う 07

こ10

お14

つ26

か08

え02

こ07

お07

わ02

お10

か11

け02

き03

き07

う02

う09

お09

か03

か01

か02

え04

き02

お12

お02

こ02

お06

お05

え06

え01

小間番号 社　 名 小間番号 社　 名 小間番号 社　 名

き31

き27

け23

き23

く 22

き21

き30

け22

く 31

く 32

け24

い04

き24

く 30

く 26

き28

く 29

く 24

く 28

き26

く 25

き29

き25

く 27

く 23

け25

く 21

け21

き22

小間番号 社　 名 小間番号 社　 名 小間番号 社　 名

え32

か29

お28

う 22

え21

う 25

え30

か27

え27

え28

お23

お21

お29

え29

わ01

つ21

う 31

お30

う 27

か26

え23

う32

か30

か32

お35

か23

う24

う33

お26

お24

え31

え26

か24

う29

か28

え24

お27

お32

う30

わ05

お33

う 28

う 23

う 26

お22

か31

お25

か21

え25

か33

わ07

か22

か25

え33

お31

お34

う 21

え22

学生交流ひろば

小間番号 社　 名 小間番号 社　 名 小間番号 社　 名

あ28

あ29

あ35

あ31

い28

あ23

い23

あ25

あ27

あ34

あ33

あ22

あ21

い24

い29

あ30

あ26

あ24

あ32

ICTアド バイザーブース

国土交通省・ 技術センタ ー

災害対策車両展示

重機ラジコンで熱闘！～クリ ランGP～

短編映画「 ROADING…」上映ブース

NETIS紹介・ 相談ブース

主催企画
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第13 回 中部ライフ ガード  TEC2 0 2 5

防災・ 減災・ 危機管理展

2 0 2 5 年12 月4 日（ 木）・ 5 日（ 金）会 期

ポート メ ッ セなごや 第2 展示館（ 名古屋市国際展示場）会 場

名古屋国際見本市委員会

主 催 共 催

開催のご案内開催のご案内

（ 公財）名古屋産業振興公社

［ 事務局：国土交通省 中部地方整備局］

南海ト ラフ 地震対策
中部圏戦略会議構成： 名古屋市、愛知県、名古屋商工会議所、

（ 独）日本貿易振興機構（ ジェト ロ）名古屋貿易情報センタ ー、

（ 公財）名古屋産業振興公社

建設技術フェ ア
2 0 2 5  in  中部

会場： ポート メッ セなごや 第3展示館

2 0 2 5 年1 2 月4 日（ 木）・ 5 日（ 金）

同時
開催

中日新聞社、CBCテレビ

入
場
無
料
（
登
録
制
）



出展者名 主な 出展内容 主な 出展内容出展者名

出
展
分
野

ア
イ
コ
ン

一
覧

その他防災・ 減災・ 危機管理対策BCP・ BCM 関連 防災備蓄食ロボット 関連風・ 水・ 雷害対策 避難・ 備蓄対策地震対策
出展者一覧

アイコ ム株式会社

愛知県防災安全局・ あいち防災リ ーダー会

愛知工業大学/
サンリ ツオート メイショ ン株式会社

一般社団法人明日への架け橋

株式会社イーズライフ

岩手県産株式会社

株式会社生方製作所

エアロセンス株式会社

株式会社エーアイシステムサービス

株式会社エス・ アイ・シー（ 松阪北部商工会）

株式会社ＮＨＫ テクノロジーズ

株式会社エンコ ーポレーショ ン

オールサム有限会社

尾西食品株式会社

株式会社オンズカンパニー

株式会社可門プリント ラ ボ

有限会社川端工業

株式会社クリ エイト・ プロ/
C R E A T E  P R O  (T H A IL A N D )

株式会社K E iK Aコ ーポレーショ ン

経済産業省　 中部近畿産業保安監督部

K D D I まと めてオフィ ス株式会社　

株式会社ケイビ

株式会社K H エンジニアリング

K G ホールディングス株式会社

K T X 株式会社

国土交通省　 東北地方整備局
（ 協力： 公益社団法人3 .11メモリアルネット ワーク）

国土地理院中部地方測量部

株式会社コ プロ

さ なだ総合リ サーチ

C B Cテレビ

株式会社システムサポート

ジャイワット 株式会社

株式会社城山

進栄電子株式会社

株式会社眞照

株式会社新日本エント ランス

新富士バーナー株式会社

株式会社S U Z U K A K U

株式会社セイクン/株式会社エスヨ ン

総務省　 東海総合通信局

第四管区海上保安本部

ダイレクト カ ーズ

一般社団法人D R C T「 災害復興協力チーム」

株式会社タ ナカ

ＷＴ Ｐ 企画株式会社

中日新聞社

中部管区警察局　 情報通信部

帝人フ ロンティ ア株式会社

テレネット 株式会社

無線通信機器

災害に対し て必要な、ご家庭での備え

災害対応／消防ロボット の紹介

パネルやモニタ ーを駆使し た防災啓発

ソ ーラ ーラ イト・ 監視カメラなど

岩手のう まいも んを販売致します！

防災リュックや備蓄品などをご提案致し ます

V T O L 型ド ローン「 エアロボウイング」

大学発ベンチャー　 防災のかかり つけ医です

防災用品の展示と 実演

東日本大震災３Ｄコンテンツ上映展示

滑り 止め施工で安全確保！すべら ん革命

高密閉性アルミ 防臭袋採用の非常用ト イレ

アルファ米を中心とし た長期保存食製造販売

完全防水の小型軽量同時通話無線機

緊急災害時用どこ でもイージーマット

備蓄型水洗ト イレ「 iZ A T o イザト 」

快適ト イレと 授乳室を運ぶ空間

約1 分で組み立てられる段ボールベッド

地域の安全・ 安心を守る施策紹介！！

”もし も ”に備え知っておきたい衛星通信

【 水害対策】瞬間設置！「 ウォータ ーダム」

地震への備え・ スイッ チ断ボール

災害時、雨水等を飲料水に変える浄水剤

自動車内装金型メ ーカ ーの浸水対策止水板

教訓が、いのちを救う  震災伝承の取り 組み

防災・ 減災に役立つ地理院地図

火災避難用救命タ オル「 救煙く ん」

見える通信で次世代の安心を実現

放送局と 備える防災

災害ボランティ ア支援A Iアプリ

環境にやさし い吸水性泥土改質材『 ワト ル』

災害時用ト ランシーバー・ その他通信機器

避難所・ 避難タ ワー用照明機器・ 照明灯

非常時の避難生活を支える備蓄品各種

【 たすかるド ア】

非常用コンロ・ ランタンなど

放熱遮熱塗装で暑さ 対策、C O ₂対策に貢献

海外の最先端の商品で自然災害から守ります

災害対策支援用の貸出移動電源車等の紹介

海上保安庁の各種災害対応状況パネル展示等

災害即応出動車（ キャンピングカ ー）

災害復興協力チーム・ 生き残る為の備え

地震の揺れと 被害を見える化

非常時に必須！背負える給水バッグの紹介

「 備える！中日サバイバルキャンプ」 の紹介

警察情報通信活動紹介、通信機器・ 車両展示

自助を補完する「 まるごと 防災」の防災用品

災害用無線機「 ハザードト ーク 」

東和航空輸送株式会社

独立行政法人都市再生機構　 中部支社

ト ヨ ク モ

株式会社ト ラ イアングル　

株式会社ト リ ニティ ー

内外物産株式会社

中西商事株式会社

名古屋工業大学　 機械制御研究室

国立大学法人名古屋工業大学
北川啓介研究室

名古屋工業大学高度防災工学研究センタ ー

名古屋市環境局/愛知ト ヨ タ

社会福祉法人名古屋市総合リ ハビリ テー
ショ ン事業団　 なごや福祉用具プラ ザ

名古屋市耐震化支援課/愛知県住宅計画課

名古屋市　 緑政土木局

名古屋大学減災連携研究センタ ー

名古屋地方気象台

一般社団法人7 2 時間サバイバル教育協会

南海ト ラフ 地震対策中部圏戦略会議

株式会社ニチボウ

日鉄物産ワイヤ＆ウェ ルディ ング株式会社

一般社団法人日本建設機械施工協会
（ 株式会社ダイワテック ）

一般社団法人日本建設業連合会　 中部支部

一般社団法人日本産業カウンセラ ー協会
中部支部

株式会社ノビタ ス

白山工業株式会社（ 地震ザブト ン）

P -te c h 株式会社

株式会社日孝Ｔ ＆Ｋ

FR E E a ts（ フリ ーツ）/株式会社グランデックス

古野電気株式会社

B r e a d  W o n d e r  F a c to r y  まもるんパン

株式会社プロアシスト

株式会社ベジタ ルアド バンス

N P O  法人防災自助普及委員会

豊和工業株式会社

株式会社ホペイロ

H o n d a

株式会社マルニシ

一般社団法人マンショ ン管理業協会
中部支部

ミ ホ工業株式会社

株式会社m e ito  

有限会社名南機械製作所

株式会社モビリ ティ ープラ ス

株式会社ヤマックス

ヤマハ発動機株式会社

株式会社有和（ 松阪北部商工会）

リンレイテープ株式会社

特定非営利活動法人レスキューストックヤード

レフィクシア株式会社

株式会社ワン・ ステッ プ

L E D 投光器、防水防塵ポータ ブル電源

U R 都市機構の災害対応の取組み

導入社数4 ,0 0 0 社以上 安否確認サービス2

防災備蓄品クラウド 期限管理システム

防犯カメラと A Iで、人々の悩みを解決する

避難所に求められるスフィ ア基準のご紹介

安心・ 安全な水を提供いたし ます。

ド ローンの展示と 動画で応用例の紹介

日常から利活用できるインスタント ハウス

木造住宅の安価な耐震改修工法紹介

災害時と 環境のためにク ルマができること

日常生活の安全を支える福祉用具

住宅等の耐震化支援制度のＰＲ

みち・ みず・ みどり の防災

地域・ 社会連携による先端研究を紹介します

地震・ 津波・ 大雨から 身を守るために

全国でサバイバルマスタ ー育成の実施ほか

南海ト ラフ 地震対策に関するパネル展示等

防災訓練機器の展示

止水板、エア漏れ対策

災害時に太陽光発電で通信・ 居住環境を維持

総合建設業による大規模災害の復旧･復興活動

災害時のこころの支援・ カウンセリング

カメラ 、センサー、伝送装置

リ アルなV R 地震体験　 当日体験可能！

可搬可能な地上設置の浄化槽設備

暮らし に安心安全を！足元から支える防滑！

アレルギーフリ ーの米粉クッ キー・ 羊羹　

簡易型クラウド 遠隔監視カメラを展示

保存料不使用！しっとり ふわふわ缶詰パン

増水し た河川状況を映像と 文字でお知らせ！

避難後の健康維持を考えた長期保存栄養食

生き残る為に自助力アッ プ、防災検定！

浸水対策製品「 ミ ズガード 」シリ ーズの展示

災害時や緊急時に使える、懐中電灯

H o n d a の車両データ で社会課題を解決

災害時　 いのちを守る　 避難器具

地震からマンショ ンを守る

戸建用　 一部屋丸ごと 耐震シェ ルタ ー

手頃でガッ ツリ 飲める熱中症対策（ 粉末）

多く の命を救う ために『 ガード フレクト 』を

地震体験車オペレータ 付レンタ ル派遣

防災専門商社が自治体・ 企業向け商品を展示

低速E V ディ アパソンC 5 8 0 試乗体験会

避難・ 備蓄対策用品の展示と 実演

貼るだけ簡単！安全対策

避難所生活で役立つ便利情報やグッズを紹介

L R T K 、1 ～2 c m 精度G P S 測量機

エアー式製品の防災提案



1 池田千晶氏

野田太一氏

大石邦彦氏

中日新聞社　 名古屋本社事業局長

KTX株式会社　 代表取締役社長

CBCテレビアナウンサー

福和伸夫氏

森本　 輝氏

名古屋大学名誉教授、あいち・ なごや強靱化共創センタ ー長

中部地方整備局長

小澤裕介氏

山田厚志氏

清水建設株式会社 名古屋支店
土木部計画検討グループ

一般社団法人愛知県建設業協会理事、
株式会社山田組　 取締役会長

福和伸夫氏

大島常生氏

池口真美氏

名古屋大学名誉教授、あいち・ なごや強靱化共創センタ ー長

中部地方整備局 総括防災調整官

中日新聞社 事業局事業統括部地域貢献課 部次長
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～

12： 0 0
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2
関西大学特別任命教授・ 社会安全研究センタ ー長　 河田惠昭氏

14： 0 0

～

15： 3 0

3
中部管区警察局石川県情報通信部通信施設課長　 田中裕明氏

中部管区警察局情報通信部情報技術解析課 情報通信調査官　 岩﨑義介氏

10： 3 0

～

11： 3 0

4
お笑い芸人　 安田大サーカス 団長安田氏

12： 4 5

～

13： 4 5

5
レスキュースト ック ヤード プロジェクト スタッフ 　 椿　 佳代氏

15： 0 0

～

16： 0 0

6
鹿島建設株式会社 開発事業本部 新領域・ 公民連携マネジメ ント 部長　 菅原良和氏

鹿島建設株式会社 建築設計本部構造設計統括グループ 専任次長　 大類　 哲氏

11： 15

～

12： 15

7
名古屋工業大学 教授　 山田　 学氏

13： 3 0

～

14： 3 0

8
防災システム研究所 所長　 山村武彦氏

11： 0 0

～

12： 0 0

9
14： 0 0

～

15： 3 0

10
一般社団法人 日本産業カウンセラ ー協会 中部支部 社会貢献事業部 プロジェクト リ ーダー　 清水達也氏

10： 4 5

～

11： 4 5

11
岐阜大学環境社会共生体研究センタ ー 准教授　 小山真紀氏

13： 15

～

14： 15

12
中部電力株式会社 技術開発本部 原子力安全技術研究所 地震・ 津波・ 防災グループ　 渡邊康介氏

11： 15

～
12： 15

13

ここ から ↗ ↗『 弱みを強みに変え、南海ト ラフ 地震を乗り 越える！』

防災庁による本気の事前防災 ～『 社会現象の相転移』を活用し た犠牲者激減策～

「 機動警察通信隊」～災害時の警察通信を死守 ～令和６年能登半島地震と 奥能登豪雨における対応～

災害発生時等、有事におけるサイバー攻撃対策について

自助への一歩。防災士 安田大サーカス 団長安田の楽し い防災講演会

被災後も 健康を損なわない生活を続けるために ～食べたら 出す、ぐっすり 眠る～

街の価値を高めるフェ ーズフリ ーな街づく り 活動

地震被害軽減対策とどこ でも 揺れを体感できる振動台

空中飛行や地上・ 壁面・ 天井走行する万能な２輪型ド ローン ～あなたならどう 使う？～

迫り 来る「 南海ト ラフ 巨大地震」に備える！ ― 実践的 防災・ 減災・ 危機管理 ―

災害復興をさ さ える建設業！ ～過去の災害に学び未来をつく る～　   主催： あいち・ なごや強靱化共創センタ ー

災害被災者の心理的支援 ～明日があると 思える日まで～

縮退する社会での防災・ 減災対策

竜巻の予測精度向上を目指し た研究

テクノ ロジーで挑む災害対策 ～ド ローンと ロボット が拓く 新し い防災のかたち～

D IC株式会社 新事業統括本部 インキュベーショ ンユニット 推進ユニット  A Iデバイ スG  マネジャー　 森 耕太郎氏

14： 3 0
～

15： 3 0

事前登録制

※講演会、プレ ゼンテ ーショ ン の講師、テーマについては、予告なく 変更・ 中止と なる 場合があり ます。
※①～⑬は事前予約制、ホームページより お申し 込みく ださ い。A ～Kは聴講券の発行はあり ません。直接会場へお越しく ださ い。

A

B

C

D

E

F

10： 3 0 ～11： 0 0

11： 3 0 ～12： 0 0

13： 0 0 ～13： 3 0

14： 0 0 ～14： 3 0

15： 0 0 ～15： 3 0

10： 3 0 ～11： 0 0

11： 3 0 ～12： 0 0

13： 0 0 ～13： 3 0

14： 0 0 ～14： 3 0

15： 0 0 ～15： 3 0

16： 0 0 ～16： 3 0

KD D Iまと めてオフィ ス株式会社

ト ヨ クモ

帝人フロンティ ア株式会社

株式会社有和（ 松阪北部商工会）

古野電気株式会社

KGホールディ ングス株式会社

防災士から 学ぶ　 最新のBCP対策と「 Sta rl ink  Business」 導入事例のご紹介

防災・ 減災・ 危機管理講演会のご 案内

出展企業　 技術プレゼンテーショ ンのご案内

大地震後の明暗を分ける初動対応 -なぜ「 安否確認システム」が事業継続の鍵なのか？-

まるごと 防災の取組

斜面崩落監視システム

簡易型クラウド 遠隔監視カメ ラ FW Cのご紹介

一般社団法人 日本建設機械施工協会（ 株式会社ダイワテック）活用促進技術での地域防災力向上

テレネット 株式会社仮）災害時の通信手段はお持ちですか

社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーショ ン事業団
なごや福祉用具プラ ザ

特別ではない「 いつも 使える」防災グッ ズ
～暮らし に溶け込む防災商品のご紹介～

尾西食品株式会社長期保存食に対するニーズの変化

国土交通省　 東北地方整備局
（ 協力： 公益社団法人3 .1 1メ モリ アルネット ワーク ）

災害を自分ごと に －教訓を未来の行動につなげる愛西市の取り 組み

雨水が5 分で飲料水に？災害時の水不足を解消するアクアリピュアのご紹介

G

H

I

J

K

会場： プレ ゼン テ ーショ ン 会場

テ ーマ ／講師 会 場講演時間

1 2 /4（ 木）

1 2 /5（ 金）

テ ーマ／出展者名 プレゼン時間

1 2 /4（ 木）

1 2 /5（ 金）



中部ライフガード TEC事務局  名古屋国際見本市委員会
〒4 6 4 -0 8 5 6  名古屋市千種区吹上二丁目6 番3 号（ 名古屋市中小企業振興会館5 階）

電話 （ 0 5 2 ）7 3 5 -4 8 3 1 　 　 FAX （ 0 5 2 ）7 3 5 -4 8 3 6 　 　 メ ール l ife tec@ na g o ya-trad e-exp o .j p

公式
ホームページ

お問合せ

中部ラ イフ ガード TECホームページより 来場事前登録を お願いいたし ます。「 入場証」が

発行さ れますので、事前に必ずカラ ー印刷し てご来場く ださ い。

来場
事前登録

来場
事前登録 ※当日会場での印刷はできません。

1 0 月上旬 来場事前登録 受付開始

会場を 回ろ う
ライフガード TEC・ 建設技術フェ ア会場を回っ
て スタ ン プ を 集めると すて き な 景品が当た
る！是非ご 参加く ださ い！ ※景品がなく なり 次第終了

今年も やり ま す

特別プログラ ム

プロジェクショ ンマッ ピング
特別プログラ ム

プロジェクショ ンマッ ピング

企画展示のご案内

進化するインスタ ント ハウス
国立大学法人名古屋工業大学

北川啓介研究室

屋外スペース

会場入口 ステージA

ステージB

ステージC

プレゼンテーショ ン
会場

プレゼンテーショ ン
会場

プロジェクショ ン
マッピング

プロジェクショ ン
マッピング

第2 展示館

中部ライフ ガード  TEC会場

防災・ 減災・ 危機管理に関する製品や技術を 紹介！
（ 出展者は中面をご覧く ださ い）

避難生活に必要なも のは？
避難所の様子を再現！
特定非営利活動法人レスキューストックヤード

可搬型地震動シミ ュレータ
（ 地震ザブト ン）によるV R体験！

白山工業株式会社

起震車で地震の揺れを疑似体験！
株式会社モビリティ ープラス

中部管区警察局　 情報通信部

災害時にも 活躍！
燃料電池自動車試乗会

名古屋市環境局/愛知ト ヨ タ

被災現場から 学び、
「 今できること 」を
考える！

一般社団法人D RCT
「 災害復興協力チーム」

活躍は多種多様！ディ アパソン試乗会 災害・ 事故発生時に活躍
ヤマハ発動機株式会社

※写真はイメ ージです。試乗車両等、展示物は当日変更になる場合があります。

mailto:lifetec@nagoya-trade-expo.jp


幹 部 会 報 告 事 項 

令和 7 年 11 月 17 日 

緑 政 土 木 局 

事
項 

 愛知県立芸術大学連携事業「ＰＡＰＥＲ ＺＯＯ」の開催について 

内 
 

 

容 

 

東山動植物園において、愛知県立芸術大学との官学連携事業として、

学生が取り組んだ実技授業の作品を獣舎内に展示する「ＰＡＰＥＲ 

ＺＯＯ」を開催します。 

 

１ 日時 

  令和 7 年 12 月 2 日（火）から展示開始 （終了日未定） 

 

２ 展示場所 

  東山動植物園 北園 旧アフリカゾウ舎 屋内運動場 

 

※下記の日程については、来園者の方に屋外運動場、屋内運動場

を開放し、普段立ち入ることのできない獣舎の中で作品を鑑賞

することができます。 

12 月 6 日（土）、7 日（日）、13 日（土）、14 日（日） 

開放時間：13:00～16:00 

なお、15 日以降の開放日については当園ＨＰにて改めてお知ら

せいたします。 

 

３ 内容 

愛知県立芸術大学美術学部デザイン専攻 1 年生２５名が当園の５

種の動物（マンドリル、アフリカゾウ、エボシカメレオン、インド

クジャク、アフリカツメガエル）をモチーフとして選定し、段ボー

ル素材のみを用いて約１ヶ月かけて巨大な立体作品を制作しまし

た。 

展示は再生事業における整備のため解体予定である旧アフリカゾ

ウ舎で行います。 

獣舎内の開放日には、普段は立ち入ることのできない檻の中を体

験しながら、モチーフになった動物の特徴と、段ボールという素材

の特徴を掛け合わせた、ユニークで迫力のある作品を間近でご覧い

ただけます。 

備
考 

本件は、令和７年１１月２５日、市政記者クラブに資料提供します。 

（東山総合公園管理課 ７８１－２１１１） 



【モチーフおよび作品】 

マンドリル 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アフリカゾウ      エボシカメレオン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【案内図】 

 

会場：旧アフリカゾウ舎 


